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Abstract
Hyperplasia of mandibular coronoid process is an uncommon congenital or developmental disorders and results 

mechanical restriction of the mouth opening.
We report a case of bilateral hyperplasia of coronoid process treated by bilateral coronoidectomies. 
A 42-years old man was referred to our clinic for evaluation of restricted mouth opening. He had no pain 

and maximum mouth opening (MMO) was 18 mm. Computer tomography (CT) revealed bilateral elongated 
mandibular coronoid processes and consequence of interference between the hyperplastic coronoid process and the 
medial surface of zygomatic arch. Magnetic resonance imaging showed internal derangement without reduction 
in both temporomandibular joints. We suspected limited mouth opening by temporomandibular joint disorders. 
Although we did jaw-stretching exercise, no effect for limited mouth opening. We diagnosed bilateral hyperplasia of 
mandibular coronoid processes and did procedure coronoidectomies. Intraoperative MMO was 50 mm. Following 
jaw-stretching exercise at 4 month after surgery MMO was 45 mm. 

As a result, we were able to improve limited mouth opening caused from hyperplasia of mandibular coronoid 
processes by coronoidectomies. CT is useful for evaluation of not only mandibular coronoid process but also 
zygomatic arch. 
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緒 言

　開口障害をきたす疾患は関節性と非関節性に大別さ
れるが，筋突起過形成症は肥大した筋突起が頰骨弓内
面に干渉しておこる非関節性開口障害であり開口障害
の約 5％を占めるとされる 1）。無痛性の開口障害を特
徴とし 2），治療は口外法あるいは口内法による筋突起
切除とされる 3,4）。
　今回われわれは，両側筋突起切除により開口障害が
改善した 1 例を経験したので報告する。

症 例

1．初診時年齢，性別
　42 歳，男性。
2．主訴
　口が開きづらい。
3．現病歴
　小学生の頃より口が開きにくいのを自覚していた。
42 歳時，口が開きづらいため歯科医院を受診し消炎
処置が行われたが改善しないため，病院歯科を受診し
さらに当科を紹介された。
4．家族歴
　特記事項なし。

5．既往歴
　43 歳時　膵炎。
6．現症
1）全身所見：体格中等度，栄養状態良好。	
2）	 局 所 所 見： 顔 貌 左 右 対 称。Overbite	0.5 mm，	
Overjet	0.5 mm，下顎中切歯右側偏位 2 mm。最大自
然開口量（上下顎切歯間距離）18 mm，強制開口量
30 mm。前方および側方滑走運動量 4 mm。開口時両
側顎関節雑音なし，疼痛なし（図 1）。

図1　術前口腔内写真
	 a：閉口時。
	 b：開口量18 mm。

図2　初診時CT写真（開口時）
ａ：軸位断，右側筋突起前面は変形し頬骨内面に接してい

る。頬骨内面は結節状に骨隆起を認め変形している。左
側筋突起および頬骨も右側と同様に変形し，筋突起の開
口運動を干渉している。	

ｂ：3次元構築画像（右側）
ｃ：3次元構築画像（左側）
ｄ：画像処理にて下顎骨のみ抽出した。下顎切痕最深部を

通り下顎下縁に平行な線を筋突起先端から垂線を引き，
この長さを右側筋突起長とした。右側筋突起長30 mm。

ｅ：左側筋突起長32 mm。
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3）画像所見：Computer	Tomography（CT 写真）に
て両側筋突起過形成を呈し右側筋突起前面に著しい変
形が認められた。さらに開口時，筋突起が接触する頬
骨弓内面に結節状の骨隆起を認めた（図 2a）。MR 画

像にて右側顎関節に関節円板前方転位および左側顎関
節に関節円板前外方転位を認めた（図 3a-d）。
7．臨床診断：両側筋突起過形成症および両側顎関節
円板障害。

図3　顎関節MR画像（TR	1800.00,	TE	12.00）
a：術前右側顎関節閉口時。	関節円板は前方転位している。
b：術前右側顎関節開口時。	関節円板に復位はみられない。
c：術前左側顎関節閉口時。	関節円板は前外方転位している。
d：術前左側顎関節開口時。	関節円板に復位はみられない。
e：術後4カ月左側顎関節開口時。関節円板に復位（矢頭）がみられる。

図4　術中写真
	 a：右側筋突起切除前。筋突起は肥厚し前面は変形していた。
	 b：左側筋突起切除前。
	 c：右側筋突起切除後。
	 d：左側筋突起切除後。
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8．処置および経過：MR 画像において両側顎関節に
関節円板前方転位を認めたため顎関節円板障害による
開口障害の可能性も勘案し 2 カ月間開口訓練を行った
が開口量に変化はなかった。以上より開口障害は過形
成の筋突起が開口時に頬骨弓内面に接触することに起
因すると診断し，両側筋突起切除術を予定した。 
　20XX 年 9 月，全身麻酔下に口内法による両側筋突
起切除術を施行した。麻酔導入前自発開口量 18 mm
であったため静脈内鎮静下に意識下気管支ファイバー
スコープ挿管をおこなった。麻酔導入後，万能開口器
による強制開口量は 20 mm であった。下顎枝前縁に
沿って粘膜切開を加え筋突起および下顎切痕部まで骨
膜剥離を進めた。咬筋前縁に咀嚼筋腱・腱膜症候群に
みられるような硬い腱膜は認めなかった。下顎切痕を
明示後，下顎枝内側下顎孔上方にリトラクターを挿入
し術野を確保した。筋突起前面は変形し筋突起過長
を示したが骨表面性状は平滑であった（図 4a,	b）。筋
突起基部に小孔を作成し直径 1 mm ワイヤーを通した
後，筋突起をコッヘルにて牽引しながら側頭筋を剥
離した。側頭筋腱は強固に付着し剥離は困難であっ

た。頬骨弓へ干渉のため筋突起先端は確認できなかっ
たが，リンデマンバーおよび超音波切削器具にて筋
突起基部を骨切りし切除した（図 4,	5）。左側筋突起
切除後万能開口器による強制開口量 22 mm であった
が，右側筋突起切除後抵抗なく徒手による強制開口量
45 mm となった。手術時間 3 時間 45 分，出血量は少
量であった。
　術後 1 週より徒手的開口訓練を開始した。自然開口
量は 30 mm であった。開口訓練は最大開口位を 10 秒
間保持することを 3 回繰り返し , それを 1 セットとし
て 3 セットを 1 日 3 回行った。術後 1 カ月で 27 mm，
術後 3 カ月で 42 mm を示した。術後 4 カ月で自然開
口 44 mm となり左側顎関節にクリック音を触知した。
MR 画像で左側顎関節復位を伴う円板を伴う前方転位
が確認された（図 3e）。咬合状態に著変なく疼痛は認
められなかった。術後 4 カ月の口腔内写真および CT
を示す（図 6,	7）。
9．病理組織学的所見 :	層板構造を示す成熟した緻密
な骨の増生が観察され，骨内に骨細胞が豊富で骨髄は
脂肪髄であった。腱組織は密なコラーゲン線維束が観

図5　切除標本
a：右側筋突起外側面。
b：右側筋突起内側面。側頭筋腱が強固に付着していた。
c：左側筋突起外側面。頬骨に干渉する前方部は平坦化し

ていた。
d：左側筋突起内側面。側頭筋腱が強固に付着していた。

図6　術後4カ月，口腔内写真
	 a：自然開口量45 mm。
	 b：咬合状態に変化なし。
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察された（図 8）。

考 察

　筋突起過形成症は無痛性の開口障害を特徴とし 2），
伸長した筋突起が頰骨弓内面に干渉しておこる開口障
害である。病理組織学的には正常骨組織であり異常な
筋突起の伸長と定義され，治療として口外法あるいは
口内法による筋突起切除が選択されている 3,4）。
　Mulderら 4）の総説によれば，筋突起過形成症と診
断された平均年齢は 23 歳（0–61 歳）であったが病悩
期間は 1–20 年に及び，開口障害を自覚しながらも無
痛であることや開口障害が緩徐に進行することから，
適切な診断を受けるのが遅れることが予想される。自
験例においても開口障害を小学生時には自覚していた
が，当科初診時は 42 歳であった。問診から疼痛がな
かったこと，日常生活に著しい支障がなかったことが，
これまで医療機関を受診するに至らなかったと推察さ
れた。
　さらに医療機関を受診しても主症状が開口障害であ
ることから，しばしば顎関節症と診断され適切な治療
が遅れることがある 5–10）。よって MR 画像による精査
は，開口障害の原因となる顎関節円板の転位および変
形や咀嚼筋の腱膜や腱の障害診断に有効である 11,12）。
自験例では，咀嚼筋に異常は認められず咀嚼筋腱・腱
膜過形成症は診断から除外された。術前，顎関節円板
前方転位を認めた（図 3a-d）が，疼痛はなく 2 カ月

間の開口訓練も有効ではなかったため，顎関節症によ
る開口障害は診断から除外された。術後，左側顎関節
円板は復位性前方転位（図 3e）となったが，咬合に
変化はなく疼痛はなかった（図 6b）。しかし，筋突起
切除術後，開口訓練開始後に下顎前方偏位をきたし
た報告 6）や臼歯部開咬 10）の報告もあるため，今後も
MR 画像により経過観察が必要であると考える。
　 筋 突 起 過 形 成 症 診 断 に は，3D-CT が 有 用 で あ
る 7, 13, 14）。石川ら 13）と同様に高原ら 15）の筋突起長計
測法に準じて，下顎切痕の最深部を通り下顎下縁に平
行な線へ筋突起先端から引いた垂線の長さを計測した
結果，右側 30 mm，左側 32 mm であり，成人平均値
19.6	+/-2.9 mm に対比して明らかに過長であった（図
2d,	e）。	また中尾ら 16），佐藤ら 17）	は，筋突起の過形
成を認めなくとも，上下・水平相互の位置関係の異常
により筋突起先端と頬骨弓内面とが干渉し，開口障害
をきたすとしている。自験例においても頬骨内面は突
起状の骨増生を認め筋突起との距離は狭小化してい
た（図 2a）。筋突起のみならず頬骨内面について精査，
診断するには CT が有効であった。
　Mcloughlinら 18）によれば筋突起過形成症は組織学
的には正常骨組織とするため，病理組織検査により骨
性状を確認した。病理組織所見では腫瘍性病変認めら
れず，層板構造を示す成熟した骨，脂肪髄および密な
コラーゲン線維束を含む腱組織が観察された（図 8）。
筋突起過形成は正常な解剖学的構造ではないため，骨

図7　術後4カ月，3次元構築CT写真
	 a：右側筋突起切除により頬骨の干渉はなくなり,	開口量が増大している。
	 b：左側筋突起切除後。
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髄の造血器官として機能はなく脂肪髄が認められたと
考えられ，骨細胞が豊富であることから骨形成能は高
いと考えられた。また腱組織にコラーゲン線維が豊富
であることから，加藤ら 2）の報告と同様に腱組織の骨・
軟骨化生による筋突起の過形成が疑われた。
　筋突起過形成症の治療は，筋突起と頬骨弓の物理
的干渉を除去することであり，外科的治療として筋
突起切除術あるいは筋突起切離術があげられる 3,4）。
Mulderら 4）の総説によれば，口外法および口内法に

よる筋突起切除術では開口量は 20–46 mm，筋突起切
離術では開口量 35–48 mm であった。筋突起切離術は
侵襲が少なく充分な開口量を得られるが，切離部の再
付着による再発と病理組織学的診断ができないという
欠点もある 2,4）。内視鏡による筋突起切除術の報告 19）

もあるが，一般的には口外法による筋突起切除術の欠
点として，顔面神経麻痺や術後瘢痕が挙げられる 4）。
自験例では一般的に行われている口内法による筋突起
切除術を行った。Mulderら4）の総説においても 45 症
例中 34 例が口内法による筋突起切除術を行っており，
一般的である。この手術法の欠点として術後血腫が挙
げられ，術後血腫から新生骨の増生を助長する可能性
が報告されている 19）。再手術を要した筋突起過形成
症の報告 3,20,21）はいずれも 10 代であったが，自験例
においても長期にわたる経過観察が必要であると思わ
れた。
　開口量維持のため筋突起切除後の開口訓練は必須で
あり，その重要性が報告されている 2,9）。永尾ら 22）は，
咀嚼筋腱・腱膜過形成症での筋突起切除後術後経過を
報告しているが，術後さまざまな理由により十分に開
口訓練を行えなかった症例では，術中大幅な開口距離
の増大を認めたにも関わらず，術後 6 カ月の間に開口
距離は術前まで後戻りしていた。自験例においても術
後 4 カ月で十分な開口量が得られたが開口量維持のた
め今後も経過観察が必要である。
　筋突起過形成症の要因は未だ確立しておらず，外
傷 , 側頭筋過活動，遺伝やホルモンの影響，軟骨残留 ,
顎関節症の影響が報告されている 4）。自験例において
も，第二次性徴期におけるホルモンの影響あるいは顎
関節円板前方転位が側頭筋過活動を引き起こし筋突起
過形成をきたした可能性は否定できないが，推測の域
をでない。

結 論

　筋突起過形成症により開口障害を認めた 1 例を経験
した。開口障害がみられた場合，顎関節のみならず筋
突起 , 頬骨にも注目すべきことが示唆された。

利益相反

　本論文について開示すべき利益相反はありません。
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